


























産の帰属面から見た遺産共有の二元的構造Б法学論叢 182 巻 1＝2＝3 号 1 頁
（2017）がある。遺産のА二重の共有Б論については，阿部裕介А具体的相続
分と持戻しБ法律時報 89 巻 11 号 30 頁（2017），31 頁でも，遺産分割におけ



























































































































(10) Cl. de Ferriere, Corps et Compilation de tous les commentateurs anciens
et modernes sur la coutume de Paris, 2nde ed▆, t.1, Paris, 1714, titre IV,
n.3.
(11) Cl. de Ferriere, La jurisprudence du Digeste, t.1, Paris, 1677, p.220.
(12) Fr. Bourjon, Le Droit commun de la France et la Coutume de Paris, t.2,
Paris, 1770, liv. VI, tit. IV, chap.IV, n.7.











eme, Paris, 1873, §616, note 1 etc. なお，id.,§578,
p.247 は，相続回復訴訟を家産（patrimoine）の取戻訴訟（action en revendi-
cation）として構想している。
(14) R.┡J. Pothier, Trait
л




e (Œuvres de Pothier

































(15) Pothier, supra note 14, seconde partie.
(16) Pothier, supra note 14, n.283.




















(18) Pothier, supra note 14, n.405.
(19) Pothier, supra note 14, n.370.

















































(22) Pothier, supra note 14, n.375.
(23) Pothier, supra note 14, n.398.
(24) Pothier, supra note 14, n.398.




















　遺産占有は，┨le mort saisit le vif┩（死者は生者に saisine を与える）の法格













(27) Ch. A.Bourdot de Richebourg, Nouveau Coutumier general, t.3, Paris,
1724, p.10.




















　de Lauriere は，この Paris 新慣習法典 97 条に基づく動産相続財産の占有
訴権をも，前述した ┨le mort saisit le vif┩ の法格言の一帰結として説明す
る(33)。つまり，彼によれば，動産相続財産の占有訴権は原告の遺産占有に
(29) この点についても，日仏法学に寄稿予定の別稿に譲る。















ee par des additions bibliographiques,
л
Editions
Cujas, 1972, t.2, p.476.
(31) Bourdot de Richebourg, supra note 27, p.38.
(32) Jousse, Nouveau commentaire sur l’ordonnance civile du mois d’Avril
1667, Nouv.
л
ed▆, Paris, 1769, p.268. なお，この規定は，Boissonade がその
日本民法草案 213 条 3 項において動産の占有訴権を認める際に参照されたもの
でもある（G.Boissonade, Projet de code civil pour l’Empire du Japon. Ac-
compagne d’un commentaire, t.1, Tokio, 1880, p.162）。




















実際，de Lauriere は，┨le mort saisit le vif┩ の効果として，相続人が，被
相続人の財産（biens）につき，被相続人が saisine（または 1年と 1日の占有）















　実際，遺産の占有訴訟の事案として de Lauriere が想定する例は，そのよ





































(35) De Lauriere, supra note 34, p.80.
(36) Pothier, supra note 14, n.366.
(37) Bourjon, supra note 12, liv. VI, tit. IV, chap.I, n.26.











┨le mort saisit le vif┩ に結びつけてはいない。┨le mort saisit le vif┩ につい
ても，死者が占有していた個別財産の saisine を相続人が直ちに取得する効
果のみを認めており(41)，死者が saisine を持たなかった財産については相続
人にも saisine の取得を認めていない。従って，Pothier は結局，相続人独
自の遺産占有に基づく遺産占有訴権を認めてはいないものといえる。
（c）相続回復訴訟における被告の遺産占有








(39) R.┡J. Pothier, Trait
л
e de la possession (Œuvres de Pothier par Bugnet, t.
9, Paris, 1846), n.93┡94.
(40) Pothier, supra note 39, n.94.
(41) R.┡J. Pothier, Trait
л












































る。さらに岨野悌介・最判解昭和 53 年度民事篇 551 頁（1982），576┡579 頁
は，（共有者の一人による共有不動産の時効取得との実質的類似性という観点
からではあるが）多数意見が表見相続人に付した限定と自主占有との類似性を
指摘していた。前掲最大判昭和 53 年に先立つ最判昭和 39 年 2 月 27 日民集 18
巻 2 号 383 頁は，相続回復請求の前提としての相続権侵害が所有の意思による
占有であることを要しない，としていた。しかし，前掲最大判昭和 53 年を経
た最判平成 11 年 7 月 19 日民集 53 巻 6 号 1138 頁は（登記による相続権侵害の

































































Н本稿は，学術研究助成基金助成金・課題番号 16 K 17018 による研究成果
の一部である。
根拠として相続をА主張せざるをえぬ状態にあることБを掲げるのは，請求者
と相手方との間に相続権の帰属に関する争いが存在することを実体法的要件と
して表現しようとする苦心の表れといえよう。
相続回復請求権論再考
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